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会　長　　菊　地　　　　博　
多面的機能支払交付金に係る事務経理担当者等会議の開催について

本協議会活動の推進につきましては、日頃よりご支援ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、本年度は、多面的機能支払交付金制度の２期対策（５ヶ年）の最終年であるとともに、来年度から始まる３期対策に向けた検討が進む節目の年となっております。
一方で、本道の活動組織において会計経理に極めて不適切な事案が発覚したところであり、本協議会としても非常に重く受け止め、先般緊急に会計処理状況等の実態調査を実施したところです。
本協議会では、このような状況に加え、活動組織役員の変更や市町村担当者の異動に伴う事務局体制の変化も踏まえ、活動組織における適正な会計経理のあり方や市町村による履行確認の実施手法、２期対策の最終年までに必要な取組などについて改めて説明を行う、事務経理担当者等会議を下記のとおり開催することといたしました。
つきましては、このような実情をご賢察頂き、市町村ご担当者に加え活動組織等の監事を含む役員や事務局の方々に積極的に参加頂きたく、関係活動組織等への周知と出席者の取りまとめについて、ご支援ご協力賜りますようお願い申し上げます。
なお、貴管内において日程的に参加が難しい場合にあっては、他の会場への参加をご検討頂くようお願い申し上げます。
また、札幌、岩見沢及び旭川会場においては、農林水産省における「田んぼダム説明会」が同日同会場にて併せて開催される予定であり、田んぼダムの取組は本交付金の対象でもあることから、せっかくの機会ですので是非出席して頂くよう本協議会からも改めてお知らせします。（田んぼダム説明会の開催案内は（総合）振興局より通知されます。）
記
１　日程・会場等　　「別紙１」による　
２　議　　　題　　　「次第（案）」による
３　出席者報告　　　　関係活動組織及び市町村等の出席者を「別紙２」のシートに取り
　　　　　　　　　　まとめのうえ、「別紙１」に記載の報告期限までに、エクセルファイ
　　　　　　　　　　ルをメールで提出してください。
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